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令和６年度倉敷市食品衛生監視指導計画の実施結果 

Ⅰ はじめに 

  全国的に食の安全･安心をめぐる問題が発生していることから、市内における食品等の

生産、製造、流通等の状況を把握し、食中毒や法令違反等食品衛生上の危害の発生を未然

に防止し、市民の食の安全を確保することを目的に、監視指導を行いました。 

 

Ⅱ 実施期間 

 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

Ⅲ 令和６年度食品衛生監視指導事業 

「食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針」（平成１５年厚生労働省告示第３０

１号）に基づき、倉敷市の特性や全国的な食中毒及び違反の発生状況等を踏まえて、以下

の食品衛生対策を実施しました。  

 

１ 重点的監視指導の実施 

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、食品表示法（平成２５年法律第７０号）、

倉敷市食品衛生法施行条例（平成１３年倉敷市条例第１２号）、岡山県ふぐ処理等規制

条例（平成２７年岡山県条例第５７号）、岡山県食の安全・安心の確保及び食育の推進

に関する条例（平成１８年岡山県条例第７９号）等の法令遵守を徹底させるため、以下

の施設及び事項について実施しました。 

 

（１）重点的に監視指導を実施する施設   

ア 大規模製造・調理施設 

     大規模製造施設には広域流通食品の取扱い施設が多数含まれており、立入検査

に際しては、施設の衛生指導に加えて、食品表示や衛生管理に関する記録につい

て重点的に監視指導を行いました。加えて、食中毒の発生及び食品衛生法に違反

する食品の製造等の防止に有効であるＨＡＣＣＰ（ハサップ）システムの適切な

運用を支援するための指導・助言を行いました。また、食品表示基準の遵守につ

いても併せて指導しました。 

弁当・仕出し料理等を調製する大規模調理施設については、大量調理施設衛生    

管理マニュアル（平成９年３月２４日付け衛食第８５号別添）のなかでも特に、

ノロウイルスによる食中毒予防のための衛生管理について指導しました。非加熱

食品や加熱後の食品の衛生的な取扱いについて指導するとともに、衛生管理に関

する記録が適切になされるよう指導しました。 

 

   イ 集団給食施設 

     病院・福祉施設や学校給食施設は、利用者が入院患者や年少者などであること

から、特に衛生面について高いレベルが求められます。そのため、提供する食数

に関わらず大規模調理施設と同様に大量調理施設衛生管理マニュアルに基づく

衛生管理を指導しました。 

さらに、冬場の流行に備えノロウイルスによる食中毒予防のための衛生管理を

徹底するよう従業員の健康管理記録や手洗いの励行等を重点的に指導しました。 
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   ウ 米国向け輸出水産食品最終加工施設 

米国向け輸出水産食品最終加工施設について、一般的衛生管理及びＨＡＣＣＰ  

システムに基づく衛生管理がなされているかを監視指導し、その結果を厚生労

働省中国四国厚生局に報告しました。 

 

（２）食品供給行程（フードチェーン）を通じた重点監視指導 

食品の安全性を確保するためには、農林水産物及び畜産物の生産から販売に至る

食品供給行程の各段階において、安全性を確保するための措置が適切に講じられる

ことが重要であることから、以下の事項について重点的に監視指導を実施しました。 

 

ア 食品一般（製造及び加工）に対する監視指導 

   製造者、加工者等に対し、温度管理の徹底を指導しました。また、製品表示に

ついて、科学的・合理的根拠に基づいて期限が設定されているか記録等で確認し

たほか、遺伝子組換え食品や食品添加物及びアレルゲンを含む食品について、適

切な表示のための使用原材料の確認及び表示の指導を行いました。 

 

イ 食品供給行程の各段階における監視指導 

食肉、食鳥肉及び食肉製品、乳及び乳製品並びに水産食品については、流通及

び販売時の温度管理や衛生的な取り扱いについて指導しました。農産物につい

ては、農薬の残留基準に適合しているかどうか確認するために収去検査を実施

しました。 

 

 

２ 監視指導の実施体制及び関係機関との連携協力 

 本計画の監視指導の実施のために倉敷市保健所生活衛生課及び衛生検査課に次の人

員を配置しました。 

生活衛生課  食品衛生監視員： １１名 

        衛生検査課  検査担当員  ： ８名 

 

（１）厚生労働省、消費者庁及び他の都道府県等との連携の確保   

食中毒の発生時には、厚生労働省に速やかに報告しました。食中毒関連調査及び

違反食品に係る調査時には、関連自治体と連携を図りつつ迅速に対応しました。ま

た、岡山県、岡山市等隣接する自治体と、会議や研修会等により情報を共有しまし

た。さらに、広域連携協議会に参加し、全国的な食中毒の発生状況について情報共

有し、広域的な食中毒事案発生時の連絡体制について確認しました。 

 

（２）「岡山県食の安全・食育推進会議」との相互連携 

食品の生産、加工（製造）及び流通する食品の安全確保を図り、県内食品関連産

業の振興と安心できる消費生活の推進を図るとともに、食育に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために県が設置した「岡山県食の安全・食育推進会議」に参

画し、岡山県との緊密な連携を図りました。 

 



 3 

（３）庁内関係部局との連携 

市学校教育部及び市子ども未来部と連携して、学校給食及び保育所給食の監視指

導を行いました。また、市市民生活部と連携して食品表示の指導を行いました。 

 

（４）農林水産部局等との連携 

農林水産省中国四国農政局等と食品表示に係る監視指導について連携を図りま 

した。 

 

 

３ 試験検査体制の整備 

適切な監視指導を行うため、その根拠となる衛生検査（理化学・微生物）に関する研

修・講習に参加するとともに、調査研究を行い、試験検査機関の技術向上を図りました。 

検査結果の信頼性確保のための取り組みとしては、外部精度管理調査（理化学・微生

物）、内部精度管理（内部点検、添加回収試験等）及び検査機器の日常・定期点検を実

施しました。また、検査方法についての検証試験を実施し、その妥当性の確認を行いま

した。 

 

 

４ 施設への立入検査 

（１）立入検査実施結果 

   市内の食品関係施設への立入状況は表１のとおりです。 

表１ 年間立入件数 

 

 
許可施設 届出施設 計 

施設数※ ６，０４０ ２，３７３ ８，４１３ 

立入件数 １，４０２ ８１ １，４８３ 

※施設数は令和７年３月末現在 

 

（２）違反発見時の対応 

ア 違反食品等の発見はありませんでした。 

 

イ 立入検査により、法令等に規定する施設基準や衛生管理の基準等に違反してい

る状況を発見した場合は、直ちに改善指導を行いました。 

 

ウ 法令等に基づき処分を行った事例はありませんでした。 

 

 

５ 食品等の検査 

（１）収去検査 

不適切な食品等の流通を防止し、食品等の安全を確保するため、規格基準を踏ま 

え、市内で生産、製造、加工、販売される食品等を対象に表２のとおり収去検査を

実施しました。 
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表２ 食品の収去検査結果 

 検査項目 検査予定数 検査検体数 

違反検体数※ 

規格 

基準 
表示 

清涼飲料水・果実酒 微生物、理化学 １３   １６   ０ １ 

食肉製品（ハム、ソーセージ等） 微生物、理化学 ２０   １９ ０ ０ 

魚肉練り製品（ちくわ、かまぼこ等） 微生物、理化学 ８    １５ ０ １ 

生あん等 微生物、理化学 １０ １０ ０ ０ 

とうふ・あげ等 微生物 ２０  １６ ０ ０ 

冷凍食品 微生物、理化学 ８ ８ ０ ０ 

乳製品 微生物 ４  ４ ０ ０ 

牛乳、加工乳、乳飲料、クリーム 微生物、理化学 １０ １０ ０ ０ 

乳酸菌飲料 微生物、理化学 １  １ ０ ０ 

アイスクリーム類 微生物、理化学 ４  ５ ０ ０ 

めん類 微生物、理化学 ２５   ２４ ０ ０ 

弁当・そうざい等 微生物、理化学 ２０８  １２８   ０   １０ 

集団給食施設等保存食 微生物 ２００    ２６２ － － 

野菜・果物類 理化学 ２７   ２６ ０ ０ 

漬物 微生物、理化学 １３  １０ ０ ０ 

菓子類 微生物、理化学 ４２    ４８ ０ ６ 

調味料 理化学 ２０ ２０ ０ ０ 

その他（ふきとり等） 微生物 ４６  ４３ － － 

合 計 ６７９   ６６５ ０ １８ 

※保存食とふきとりには基準がないため「－」で示す。 

 

（２）実態調査 

表３のとおり、食品の実態調査を実施しました。 

表３ 食品の実態調査結果 

 検査項目 検査予定数 検査検体数 違反検体数 

加工食品 アレルゲン  ５  ５  ０ 

合 計 ５ ５ ０ 

 

（３）違反発見時の対応 

規格基準違反の事例はありませんでした。食品表示違反の事例については、書面等

により改善指導を行いました。 

 

 

６ 集中監視等の実施 

（１）計画的監視 

食中毒が多発する夏期及び食品流通が増加する年末等、集中的に監視指導を実施
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することが効果的な時期に、表４のとおり集中監視を実施しました。 

 

表４ 計画的集中監視結果 

実施期間 業務名 内容 監視数 

４～７月 
集団給食施設の 

集中監視 

学校及び保育園等の給食施設を対象に、「大量調理

施設衛生管理マニュアル」に準じて指導を実施 
４８  

７～８月 
食品、添加物等の 

夏期一斉取締り 

食中毒が発生しやすい夏期に、営業施設の立入指導、

食品の収去検査を実施 
２６２  

８月 食品衛生月間事業   

厚生労働省が食品衛生月間と定めている８月に、倉敷

市食品衛生協会と合同で、集中的な広報活動及び巡回

指導により食品衛生思想の普及啓発活動を実施 

８３  

１１～１２月 
食品、添加物等の

年末一斉取締り 

多種類の食品の流通が短期間に集中的に増加する年末

に、営業施設の立入指導、食品の収去検査を実施 
216 

 

（２）緊急監視 

特定の違反事例が頻発する等、食品衛生に係る問題が発生し、全国一斉に同一の事

項を対象とした監視指導の実施が必要な場合は、厚生労働省及び消費者庁が示す方針

を踏まえて監視指導を実施することとしておりましたが、令和６年度はそのような事

態はありませんでした。 

 

 

７ 食中毒等健康危害発生時の対応 

令和６年度は倉敷市で２件の食中毒事件が発生し、うち１件については営業停止処

分を行いました。事件を探知した段階で速やかに有症者等に対する調査を行い、原因

究明を図るとともに、原因施設に対し再発防止のための衛生指導を行いました。 

  

表５ 食中毒発生状況 

発生日 患者数 死者数 原因食品 原因物質名 原因施設等 処分等 

６月２６日 １１ 0 

不明 

（６月２６日に提

供された食事） 

クドア・セプテンプ

ンクタータ 
飲食店 － 

１２月２４日 １３ 0 

不明 

（１２月２３日に

提供された食事） 

カンピロバクター・

ジェジュニ  
飲食店 

営業停止

処分 

 

 

８ 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進 

（１）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進 

ア 食品等事業者がＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を適切に実施できるよう、衛生管

理計画、手順書の作成、記録の作成保存等について必要な指導・助言を行いまし

た。 
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イ 食品等事業者が食品安全に係る人材を養成し、資質の向上を図る目的で自ら開

催する衛生講習会に、依頼に応じて講師を８回派遣し延べ１１８名が受講しまし

た。 

 

（２）食品等事業者が行う自主回収に対する指導  

市内の食品事業者から自主回収に着手した旨の報告書の提出が５件あり、当該製品

の迅速な回収、原因究明及び再発防止等を指導しました。回収が終了したものについ

ては報告書を受理し、適切に自主回収が行われたことを確認しました。 

 

（３）倉敷市食品衛生協会への助言 

食品等事業者による自主的な衛生管理の推進と衛生思想の普及を目的とした団体

である倉敷市食品衛生協会が行う次の事業に対して、助言を行いました。 

 

ア 食品衛生責任者養成講習会の実施 

食品衛生責任者養成講習会を年５回開催し、５８３名の受講がありました。 

 

イ 地域に根ざした食品衛生指導員活動の促進 

延べ６８５名の食品衛生指導員が市内の飲食店や各種製造業の施設に対し、 

１，１５５件の巡回指導を行いました。 

 

ウ 食品衛生優秀店制度の促進 

施設の設備や製造、調理、販売等の衛生管理が優れており、かつ消費者に対す

る接客に好感の持てる施設を優秀店として認定しました。 

 

 

９ 監視指導計画の策定に係る情報及び意見交換並びに実施状況の公表 

令和５年度の食品衛生監視指導計画の実施状況については、令和６年６月にホームペ

ージで公表しました。 

令和７年度の食品衛生監視指導計画の策定に当たっては、法の規定に基づき、その案

の段階において、ホームページや広報紙等により情報提供を行い、市民や各種団体等か

ら意見を求めましたが、意見は寄せられませんでした。 

 

 

１０ リスクコミュニケーションの充実 

（１）消費者に対する衛生教育の実施 

家庭における食品の衛生的な取扱い等について、出前講座などの衛生講習会を 

９回開催し、１７１名の参加がありました。 

 

（２）広報活動 

      令和６年度に発生した食中毒事件、倉敷市食品衛生監視指導計画及び食の安全に 

係る情報等について、広報誌や報道機関、ホームページ等により広報しました。 

 



 7 

 

１１ 食品衛生行政に携わる人材の養成及び資質の向上 

（１）食品衛生監視員、検査関係職員及び食鳥検査員 

食品衛生監視員及び検査関係職員を学会、研修会等へ積極的に参加させ、最新の技    

術と知識の習得や情報収集を行いました。 

また、岡山県が主催する食品衛生監視員の養成及び資質向上を目的とした新任者研

修会を倉敷市の３名が受講しました。なお、当研修会に倉敷市より講師として１名派

遣しました。 

 

（２）調査研究 

日常業務の中から食品衛生に関するテーマを設定し、調査研究を行いました。また、

他都道府県等と情報共有を図り、得られた知見は監視指導に役立てました。 

 


